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１ 調査の目的 

京都市では、「高齢者保健福祉計画」及び「介護保険事業計画」の二つの計画について、両計画

を調和のとれた計画とするため、「京都市民長寿すこやかプラン」として一体的に策定していま

す。 

本調査は、介護サービスの利用状況や今後の利用意向等の見込量設定等のための基礎データを

得るとともに、介護保険制度や高齢者保健福祉全般に関する市民の意向を把握したうえで、「第

９期京都市民長寿すこやかプラン」を策定することにより、生きがいを持って健やかに暮らすこ

とのできるまちづくりを促進し、京都市版地域包括ケアシステムの深化・推進を図ることを目的

とします。 

 

 

２ 調査設計 

（１）調査対象 

調査の種類 調査対象 

<Ａ> 高齢者調査 
市内在住の65歳以上の方、4,200人 

令和４年10月１日現在の住民基本台帳から無作為抽出 

<Ｂ> 若年者調査 
市内在住の40歳以上65歳未満の方、1,200人 

令和４年10月１日現在の住民基本台帳から無作為抽出 

<Ｃ> 在宅介護実態調査 

（本人向け・介護者向け） 

市内在住の介護保険制度の要介護（要支援）認定を受けている 

65歳以上の方、2,000人、及びその介護者、2,000人 

令和４年10月１日現在の住民基本台帳データのうち、令和４年

７月に要介護（要支援）認定を受けている方から無作為抽出 

<Ｄ> 介護サービス事業者 

アンケート調査※１ 
京都でサービスを提供する介護サービス事業者、370事業者 

※１ 介護サービス事業者調査は、施設・居住系サービスを提供している京都市内の事業者のうち、

令和４年７月に給付実績がある事業所を対象としています。 

 

 

  



- 調査の概要 - 

2 

（２）調査期間 

○<Ａ>高齢者調査、<Ｂ>若年者調査、<Ｃ>在宅介護実態調査 

 令和４年11月25日(金)～令和４年12月26日（月） 

○<Ｄ>介護サービス事業者アンケート調査 

 令和４年11月25日(金)～令和４年12月28日（水） 

 

（３）調査方法 

調査の種類 調査方法 

<Ａ> 高齢者調査 郵送配布・郵送回収 

<Ｂ> 若年者調査 郵送配布・郵送回収 

<Ｃ> 在宅介護実態調査 

（本人向け・介護者向け） 
郵送配布・郵送回収 

<Ｄ> 介護サービス事業者 

アンケート調査 

ＷＥＢ調査（市ホームページ上の調査専用回答画面への入力

による回答）、及び希望した事業者については、郵送配布・

郵送回収 

 

３ 調査結果 

調査の種類 配布数 有効回収数 有効回収率 

<Ａ> 高齢者調査 4,200件 2,336件 55.6％ 

<Ｂ> 若年者調査 1,200件 481件 40.1％ 

<Ｃ> 在宅介護実態調査 
本人向け 2,000件 972件 48.6％ 

介護者向け 2,000件 628件 31.4％ 

<Ｄ> 介護サービス事業者アンケート調査 370件 170件 45.9％ 

 

４ 報告書の見方 

① 回答は、各質問の回答者数（ｎ）を基数とした百分率（％）で示し、小数点第２位を四捨五入

しました。（比率の合計が100.0％にならない場合があります。） 

② 図表上の「ＭＡ％」という表記は複数回答（Multiple Answer の略）の、また、「ＬＡ％」と

いう表記は制限つき複数回答（Limited Answer の略）の意味です。 

③ コンピュータ入力の都合上、図表において、回答選択肢の見出しを簡略化している場合があ

ります。 

④ 報告書記載の「前回調査」とは、令和元年11月～令和元年12月実施の高齢者調査の結果を示し

ています。 

⑤ 高齢者調査及び若年者調査の集計結果については、高齢者人口の年齢構成等を反映させるた

め、回収数に応じたウエイト値を求め、 回答比率及び回答件数に反映させています。 

⑥ 表中の    は、最も多い値を示しています。  
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５ リスク評価 

今回の調査では、地域の高齢者の課題や必要なサービス等をより的確に把握するため、前回の

調査と同様、国が示す「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」の調査項目を取り入れています。 

「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」では、介護予防事業の「基本チェックリスト」や「手

段的自立度（ＩＡＤＬ）」などの指標の判定に関する調査項目が設定されています。 

本報告書の「リスク評価」では、これらの調査項目を使用し、各指標の判定を行っていきます。 

 

（１）生活機能評価 

生活機能が低下している人の状況を把握します。 

その方法として「基本チェックリスト」※２に関する調査項目により、生活機能の状況につい

て把握します。 

「基本チェックリスト」では、①運動器、②閉じこもり予防、③転倒、④栄養改善、⑤口腔

機能、⑥認知症予防、⑦うつ予防などの機能の低下リスクがあるかを判定します。 

調査結果については、28ページ以降に示しています。 

※２ 基本チェックリストは、65歳以上の要支援・要介護認定を受けていない方を対象にした、介

護予防の必要性をチェックするための質問票のことです。介護の原因となりやすい生活機能低

下の危険性がないかどうかという視点で、運動、栄養、口腔、物忘れ、うつ病、閉じこもり等

の全25項目について、「はい」、「いいえ」等で記入します。 

 

（２）日常生活評価 

活動的な日常をおくるための能力（手段的自立度：ＩＡＤＬ※３）が低下している人の状況を

把握します。 

ＩＡＤＬの判定については、高齢者の比較的高次の生活機能を評価することができる「老研

式活動能力指標」※４による判定を用いています。 

調査結果については、54ページ以降に示しています。 

※３ 買物、洗濯、電話、薬の管理など、「日常生活動作（Activity of Daily Living：ＡＤＬ、食

事、排泄、更衣、整容、入浴など日常生活を送るために必要な基本動作のことをいう。）」より

複雑で高度な動作を行える自立度の程度を示す指標を「手段的自立度（Instrument Activity 

of Daily Living：ＩＡＤＬ）」といいます。 

※４ 老研式活動能力指標は、社会的生活機能を測る指標であり、「バスや電車で一人で外出して

いるか」、「友人の家を訪ねているか」など13の質問項目により構成されています。その内容は、

「（１）活動的な日常生活をおくるための動作能力（ＩＡＤＬ）」、「（２）余暇や造作などの積極

的な知的活動能力」、「（３）地域で社会的な役割を果たす能力」の３つとなっています。 
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（３）社会参加評価 

余暇や創作など生活を楽しむ能力（知的能動性）や、地域で社会的な役割を果たす能力（社

会的役割）が低下している人の状況を把握します。 

手段的自立度（ＩＡＤＬ）の評価判定で用いた「老研式活動能力指標」では、ＩＡＤＬのほ

か、知的能動性、社会的役割といった評価をすることができます。 

「老研式活動能力指標」の知的能動性、社会的役割に関する調査項目により、社会参加の評

価を行うことができます。 

調査結果については、60ページ以降に示しています。 

 

 

＜参考 リスク評価の概要＞ 

評価項目 「高齢者調査」の内容 

生
活
機
能 

運動器 
問２Ｑ１～３、問３Ｑ１～２の５項目のうち３項目以上に該当すればリ

スクあり 

閉じこもり 問２Ｑ４～５の２項目すべてに該当すればリスクあり 

転倒 問３Ｑ１に該当すればリスクあり 

栄養改善 
問４Ｑ１～２の２項目すべてに該当すればリスクあり 

（問４Ｑ２は、身長・体重からＢＭＩが18.5未満であれば該当） 

口腔機能 問４Ｑ３～５の３項目のうち２項目以上に該当すればリスクあり 

認知機能 問５Ｑ１～３の３項目のいずれかに該当すればリスクあり 

うつ 
問８Ｑ９(１)～(２)の２項目のうち１項目以上に該当すればリスクあ

り 

日
常
生
活 

手段的自立度 

（ＩＡＤＬ） 

活動的な日常生活をおくるための動作の能力を示す手段的自立度（ＩＡ

ＤＬ）についての評価（老研式活動能力指標に準じた問６Ｑ１～５より

評価） 

社
会
参
加 

知的能動性 
余暇や創作など生活を楽しむ能力についての評価（老研式活動能力指標

に準じた問７Ｑ１～３、７より評価） 

社会的役割 
地域で社会的な役割を果たす能力についての評価（老研式活動能力指標

に準じた問７Ｑ８～11より評価） 

 


